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■研究目的 

2015 年 9 月関東・東北豪雨では，鬼怒川や鳴瀬川水系渋井川等で甚大な洪水氾濫が生じ，水防

団等の非効率な活動，ハザードマップの周知が不十分等，多くの課題が明らかとなった．水防法も

一部改正され，今後は計画を超過する大規模洪水氾濫をも対象とした防災上の取り組みが重要とな

ってくる．つまり，『想定外』を事前に想定するための取り組みが必要で，その『想定外』に住民・

水防団等の自助・共助で立ち向かう事が今後求められる．本研究では，最悪を含む複数洪水シナリ

オを想定したうえで，住民避難や水防団等の活動支援を行う全体のフレームワークの開発を目的と

する．これにより最悪スケールの洪水に対しても住民の事前の避難，水防団等の活動を通じて被害

を最小限に食い止める． 

 

■研究概要 

本研究では，鳴瀬川水系多田川・渋井川を対象とし，降雨流出・洪水氾濫モデルを適用すること

で可能最大洪水を含む複数洪水シナリオ時の状況を評価する．これにより，最悪の洪水ではどのよ

うな事態が発生し，住民・水防団に必要な情報・行動は何か？等を明らかにする．さらに住民を対

象としたアンケート調査や水害時の Web・SNS 情報の分析，既存水位・雨量情報の整理・分析に

取り組む．これにより，住民・水防団の活動にとってどのような情報が有用で，情報のわかりやす

い伝達のためにはどのような指標が必要かを明らかにする．以上により，住民避難・水防団活動を

支援するためのフレームワークを開発する． 
 
■研究成果の概要 

 

・可能最大洪水氾濫の算定結果 

鳴瀬川水系渋井川を対象として算定した洪水氾濫計算結果を以下に示す．左は 2015 年 9 月の洪水

イベントであり，右は算定した可能最大洪水氾濫である． 

平成27年の洪水（ピーク流量：約40m3/s程度） 可能最大洪水（ピーク流量：約300m3/s)

平成27年関東・東北豪雨
の再現計算

可能最大洪水氾濫
浸水深

 
 

図 2015 年 9 月の洪水(左)と可能最大洪水(右)の比較(呉ら，河川技術論文集，2016) 
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・水害前後の受信・発信情報の分析 

本研究では，ウェブで公開されている雨量，水位，土砂災害メッシュ情報などの災害情報の有用

性と限界を示した．ウェブで公開されている災害情報を活用するには，主に 2 つの情報リテラシー

が必要になることが分かった．一つは，どこに，どんな情報があるかを事前に把握しておくという

情報リテラシー，もう一つは，その情報が何を意味して，どのように使うのかという情報リテラシ

ーである．前者は，予めのサイト URL を把握したり，一元的にセットアップしたりすること，「こ

こを見に行けばよい」という状態にすることで備わる情報リテラシーである．後者は，「◯◯にな

ったら，××になる可能性が高く，△△という行動が必要になる」ということができる情報リテラ

シーである(Sato et al., Journal of Disaster Research, 2017)．これは，事前のトレーニングが必要であ

り，そのための事例パターン集がなければ備わらないものである．  
 

・地域住民の洪水災害意識に関するアンケート調査 
地域住民を対象とした洪水災害に対するアンケート調査を実施した．アンケート結果より，ハザ

ードマップを知らない，見たことが無い住民が多く，避難情報の緊急度の全問正解率は約 41 %，

洪水指定水位の危険度の全問正解率は約 28 %であった．大雨に関する情報で最も深刻度が高い情

報を理解しているのは全体の約 50 %であった．このように地域住民と行政サイドの知識や理解度

のギャップは大きく，かなりわかりやすい情報・単語を意識した今後の改善が必要になるであろう． 
 

・住民避難フレームワークの提案 

本研究の結論を踏まえ，今後の防災に向けたフレームワークを以下のように提案した．本研究で

提案したフレームワークは，新しいタイプのハザードマップに基づいている．ハザードマップは浸

水域を，水平避難が必要な赤ゾーンと，浸水はするが家屋流失までの危険はない青ゾーンに分けた

ものである．このようなハザードマップの明示方法は，地域住民にも理解しやすいというアンケー

ト結果も出ており，赤ゾーンの住民の注意を直接的に促すとともに，水害時の市町村や水防団の対

応の労力を，地域をしぼることで大幅に減らすことを考えている．  

 

①新しいハザードマップ

・複数洪水シナリオを考慮
・可能最大洪水氾濫を考慮
・水防団活動支援マップ

水害危険ゾーン（赤）のみ対象

②情報伝達網・
システム

③住民・水防団
の対応力向上

・明確な避難情報発令基準
・エリアメールの細分化
・自主防・水防団を通じた伝達

・避難訓練・防災教育
・防災士の増加
・情報・ツールの整理・理解

○ハザードマップの配布
〇避難指示連絡網の作成
〇タイムラインの作成

市町村

水防団

気象台 国・県

サポート・
ホットライン

自主防災地区

 
 

図 本研究で提案する住民避難・水防団活動支援フレームワーク 
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